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　　　　　　第1章いとぐち
　1947年児童福祉法が公布実施され，肢体不自由
児の上にも幸福の曙光がさしそめてき’た。先進諸
国に半世紀も遅れているといわれるわが国の肢体
不自由児療育事業もようやく軌道に乗ってきたわ
けで，　まことva　25年の長きにわたる高木憲次博
士の先覚者的努力の結実というべきである。かく
てこの事業の根幹となる療育施設（クリュッペル・
ハイム）も全国各地に設立の気運を見るにいたり，
現在十指を屈するにいたった6けれども日本全国
には推定425，000名にのぼる肢体不自由児がおり，
そのうち療育施設に収容を要する者が少なくとも
91，800名にのぼるにかかわらず，全国の施設を合
せてもなお545床前後の収容力は，前途の多難を
思わせるに充分である。
　では，事業の推進と発展のための基礎資料とも
いうべき統計はどうか？肢体不自由者（児）調査の
業績は，1928年福島・相川が群馬県下の9小学校
で行った調査が本邦最初で，次で1931年竹沢1）
の岩の坂の調査，　さらに1933年高木敏授の率
いる東京帝国大学整形外科教室に．よる本郷・下
谷2ノの調査以来，近時ようやくその数を増し，近
くは昭和27年厚生省主催・日本整形外科学会協
力fl）による全国10の道府県における大規模な抽
出調査が行われるに及んで，どうやら実数把握の
見込がついてきた。しかし従来の調査はほとんど
すべてが局地的であり，かつ調査方法も申告，参
集を求める等の大ざつばなものであるために，そ
の成績は不完全さをまぬがれえなかった。肢体不
自由児のみの調査もほぼ同様で，名古屋大学によ
1＞竹沢＝日整会誌6，801（昭7）．
2）東大整形外科：　日整会誌10，113（昭10）．
3＞厚生省祉会兜童局：
　27）．
肢体不自由者（見〉実態調査（昭
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る愛知県下4）一9．）の調査，国立京都病院10）一一f2），熊本・
医大13），大阪大学14）｝】6）によるそれぞれ京都，　熊
本，大阪各市学童の調査，横浜医大による神奈川
県17）一li）の調査，その他20）陶22）があるが，完全調査
を行ったものは1～2を数えるにすぎない。特に
われわれが指摘したいのは，肢体不自由症のため
に就学猶予をよぎなくされている義務教育年齢児
童が少なくないのに，これに対する資料がほとん
どなにもないことである。この義務教育年齢に達
しながらしかも就学しえない児童こそ肢体不白由
の重症者に外ならず，社会生活の敗残者たるべく
運命づけられた者の深刻な若悩と悲哀が泡立って
いるにもかかわらず，いわゆる少数者の問題とし
て見のがされがちであることは，まことに遺憾に
たえないところといわねばならない。
　北海道においても1953年5月，　札幌市郊外琴
似町に肢体不自由児療育施設道立北海道整肢学院
の設立を見たことは，まことに喜ばしいことであ
る。これを機会にわれわれは，かねての企図であ
る北海道はじめての完全調査をこころざし，札幌
市教育委員会，同福祉事務所の協力を得て，義務
教育年齢児童について肢体不自由児実態調査を行
ったのであるが，このさい特に就学猶予児童につ
いては1人の脱漏もないよう留意した。なおここ
に就学猶予児童と学童とを併せた呼び名は今のと
ころできていないので，とりあえず河邨の案によ
り，要義務教育年齢児童という意味で，仮に学齢
児と名づけておき’たい。
　本調査の核心をなすものは，就学猶予児童事故
ないし病気による休学児童を含めた全学齢児の網
羅と，整形外科医による直接検診の徹底的実施に
あり，札幌市の学齢肢体不自由児の実態がほぼ把
握さ．れたといえると思う。　　　　　・
　（註）　重複による繁雑さセ避けるため第3章以後の本文
において，おおむね次のような略称または言換えを用いた。
　1）肢体不自由児＝肢不見，2）義務教育年齢児童ご学
令見，3）就学猶予児童＝学猶見，4）先天性股関節脱臼
＝先天股脆，5）脊髄性小児麻痺＝ポリオ，6）脳性小児
麻痺＝膿マ。
第2章調査方法
　調査は予備調査と本調査の2段階に分け’て行った。
A。予備調査
　調査要綱ならびに予備調査表を印刷し1つは市教育委員
会を通じて市内の小中学校47校に，他ほ市福祉事務所を
通じて民生委員にこれを手交し，調査の意義と範囲の充分
な理解のもとに予備調査を行った。
B．本調査
　予備調査表にもとずいて，整形外科専門医を動員し，在
学生についてけ各学校毎に，入院申の学童についてはその
病院に，事故で休んでいる者についてはその家庭に，さら
に学猶児についてはその家庭または病院にこれを戸別訪問
し，ごく一部のみ治療担当医師への連絡をもつて，調査を
行った。
　調査要綱，本調査表は次のとおりである。ただし予備調
査表はその内容が本調査表（札幌市肢体不自由児実態調査
表）の1，II及び備考欄そのままであるから本交中にほ省
略する。
　　　　　　　　　調査要綱
1．目　　的　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
　この調査は身体に障害のある者のうち，肢体不自由児に
ついて，専門医師の検診により，医学的にその実態を把握
し，もって身体に障害ある児童の療育の推進徹底を図るこ
とを目的とする。
2．封　　象
　札幌市の各面・中学校に在学する（休学を含む）児童，．
生徒及び現在就学猶予中の児童にて肢体に不自由のある者，
または将来不自由の生ずる可能性の大なるもので，弐に該
当する者。
　1）上肢：肩から指までの間に機能障害のある者，ま
4）上田二日整会誌23，159〔昭24）．
5）上田：口整会誌23，90（昭25）。
6）上田：日整会誌24，74（昭25）．
7＞上田：日整会誌24，257（昭25）．
8）　．と田＝　　日1整会誌　25，134　（H召26）．
9）上田；日タト会誌53，846（昭28）．
10）村田＝医療4，31（昭25）．
ll＞　羊寸田：．　諸司会誌24，264　（ll召25）．
12）有原・村田：整形外科2，213（昭26）．
ユ3）井上：熊本医大体質医学研究所形態学部論丈集14，
　　27　（π盈’23）．
14）近藤：日本医事新報1299，5031昭24）．
15）山田：　日外会誌51，747（ll召26），
16）　ノ1、谷！　　日夕卜会誌　53，201　（ll召27）．
17）水町；外科11，60（il召24）．
18）　フ翼田丁：　　日別会誌24，259　（闘召25）．
19）水町：日整会誌25，133（昭26）．
20）　稗田：　　臼整会誌24，71　（汀召25）．
21）鈴木：外科13，211（昭26）．
22）吉田＝外科15，138（昭28）．
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たけ一指以上を切断した者。t指の末指関節以上を失い，
またはこれらに機能障害のある者も含まれる。
　2）下肢：股から足趾までの間に機能障害のあるもの，
または足趾以上を切断した者。一趾の末趾関節以上を失
い，またはその機能障害ある者も含まれる。
　3）四肢を除く体幹部の障害で，例えば頭・頸，脊柱，胸
廓，腰及び骨盤部の骨または軟部組織の障害もしくは変下
等により，日常生活または挙業能力に著しく障害ある者。
　なお切断の蝪含は誰が見ても直ちに判断できるか，機能
障害またけ将来機能障害が生ずると認められる者について
は調査洩れとなることが多いので，家の症状にある者は一
応対象者とすべきこと。
　頭（顔），頸，胴（脊柱，腹部，腰部〉，上肢または下肢に
痛い，だるい，疲労し易い，動かない，動かせない（こわ
ばっている），震える，かがみにくい，曲っている，指の数
が多すぎまたは少なすぎるところのある者，兎唇，口蓋裂
等。
　以上に述べた機能障害とは症状の固定する，しないに関
係なく，例えば現在カリエス，骨髄炎等を患っている者を
含む。
　例えば骨折等により現在治療中の者はもちろん，治療し
たと思われる者でも正常機能を持たない者，即ち正常の運
動範囲に及ばない者または超える者などはすべて対象とな
る。　　　　　　　　　　　　　　　．
3．調査時期
　昭和28年7月10日目り同年10月末日までに調査を完
了する予定。
4．調査事項
　調査事項は，札幌市肢体不自由児実態調査票及び同予備
調査票の各事項D
5．調査要領
　1）予備調査票にほ児童，生徒の担任教師が主体となり，
各家庭に連絡の上記入すること。学猶児については各地区
民生委員がこれに準じて行うこと。
　2＞調査に従事する医師は道立北海道整肢学院および札
幌医科大学整形外科の整形外科専門医とする。
　3）調査当日休んだ該当児に対しては自宅に出張調査を
行う。なお当日入院申の該当児に対しては医師が各病院に
出張調査を行う。
　4）就学猶予中の児童に対しては医師が出張調査を行
う。
　5＞対象児の父兄嫁調査当日会場に付添って来られるよ
う御手配願いたい。これは診察調査の上今後の療育の指導
を行うためである。
6，調査ならびに診察の費用
　一切無料で，X線撮影を行う場合も主催者側にてこれを
負担する。
　　　　札幌市肢体不自由見實態調査嘉二二）
1．本人の状況
　1、氏名，2．性別，3．生年月日，4．住所，5．学校名，
6．学年，7．成績（上・中・下），8．特技特徴，9．身体障害者
手帳（有，無）。
II．家族状況
　1．父〔年令；健，病，死），2．母（年令；健，病，死〉，
3．兄弟姉妹（生存，死亡，計），4．生計中心者の職業，
5．必要とする専門的医療を自費だけでうけることが出来
るかどうか何回，不能），6．本人またほ家族の将来の希
望事項，7．受けている扶助等の種類〔生活保護（a．生活
扶eh，　b・医療扶助C・　kの他腱康保険・国民健康保険
共済組合，その他〕。
III．診　　断
　1．病名，2．既往症，3．現病症，4．現症（図記ス式｝，
5．X線診断腰，不要，済），6．調査日現在（級，級外），専
門的医療により改善せられた場合（級，級外）
IV．医　　療
　1．必要とする医療
　　イ．入院期聞，　ロ．外来受療期間，ハ．必要とする医
療に要する総点数。
　2．一般医療（能，不能，不要）
　3．専門的医療
　　1）病　院
　　　イ．能（a．整形外科専門医たることを要す，b．その
他），・．不能，ノ・．不要（a．入院一箇月以内，b．入院一箇
月以上，c．外来にて可。
　　2）療　育
　　　イ．能（a．一箇月以上の長期入院を要す，b．一箇月
以内の短期入院にて可），ロ．不能，へ不要。
　　3）受療状況
　　　イ．過去の状況（a．受けたことあり，b．受けたこと
なし），ロ．現在の状況（a，受けている，b．受けていない）。
ハ．受療しなかった理由（a，知らなかった，b．経済的，
c．不治と思った，d．その他）。
V．專門医以外の受療状況
　1．a．受けたことあり～b．受けている，　c．受けたこと
なし。
　2．治療医（a・外科医，b．内科，　c．整骨師（柔道整復
師），d・療術師，　e．その他。
VI．捕装具
　1，名称または形式
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　　イ．義肢，ロ．義肢以外の整形外科的装具，へ歩行椅
子，二．松葉杖，ホ，その他。
　2．既に交付されているか（然，否），3．修理を要するか
撚，否），4．新交付’7再交付の要があるか撚，否）。
VII．疾患別分類
　1．先天性疾患（a．先天股脱，b．内反足，　c．その他〕，
　2．弛緩性疾患（a．脊髄性小児麻痺，b．末梢神経麻痺，
c．その他），3．痙［生疾患（a．脳性小児麻痺，b・脳出血
。．その他），4・．骨関節結晶（a・脊椎結核，b・関節結核，
c．その他）、5・外傷（a・骨折，b．脱臼，　c．火傷，　d．その
他〉，6．その他la．化膿性骨髄炎，　b．クル病，　c．リウマ
チ，d．骨腫瘍，　e．その他）。
V皿1．部位別分類
　困一側上肢，回一側下肢，困体幹，圃イ．ロ．ハ．の
各種複合。
IX．備　　考
（註）1）1，IIは事務員が，　III以下は調査担当医師が記
スすること。
　2）不動文字がある場合は該当する不動文字を○でかこ
み，不動文字の頭に数字またほ文字（イ．ロ．ハまたはa．
b．c等）のあるとき’ほ該当するものの数字または不動交情
を○でかこむこと。なお二つ以上に○が附けられる場合は
主：たるものには◎を附けること。
　3）IIの家族状況中家族または親族中に肢体不自由者特
に遺伝関係あるものは↓を附しDL備老に記入りこと。
　　　　第3章調査の引渡並びに考按
1．調査結果の概要
　1．調査封象の総構，年齢ならびに性
　調査対象の総数は61，587名，その5ち在学児61，465名，
学猶児122名で，これを年齢別，性別に見ると第1表の如
くである。
　本表で15才以上がきわめて少いのは挙齢児を対象とし
たためである。男女別では在学唱，學小児ともほぼ同数で
第1表　調査総員の性別・年齢士分三
年　　齢
（三歳）
6
在学児　學猶児 ト轟∴棚・陸義轟児???????? ??
計
4，127
3，052
3，510
3，999
3，728
3，814
3，047
2，849
2，703
264
　エ3
　4
????????
31，110　60
　　31，170
3，941
3，205
3，289
，　3，784
3，521
3，631
g，　，ogs
2，913
2，689
　270
　13
　　1
?????
30，355　62
　　30，417
8，068
6，257
6，799
7，783
7，249
7，445
6，145
5，802
5，392
534
　26
　5
??????
61，465　122
　　61，587
計
・　8，128
6，288
6，804・
7，790
7，253
7，447
6，148
5，805
5，392
　537
　29
　　6
61，587
あるが，男がやや多い。
　2．調査画論に封ずる肢体不自由見の比率
　調査対象61，587名中肢不児は第2表に示すとおり総計
503名，O．817％であるが，性別でけ男がやや多い。この
O．82％という数字は京都市121％（1949年10））大阪市1．31
％（1949年1「’、・16）よりも低率であるが，厚生省による山国
抽出調査（1952年3））の0．34％〔6～工7才）に比べるならば
はなはだ高率ということになる。ただし在学児のみについ
ていえばその値O．752％は1950年の京都市肇童調査12）に
おける0．707％に近似している。なお1951年10月1日現
在札幌市の児童福祉法の適用される児童（18才未満）は
134，973名であるとされるが，上述の比率から札幌市の肢
不児（ 8才未澗総数を推計すると，
　　　134，973XO．817　＝　1，102
となる。　しかし実際には昭和26年以降の人口増加，さら
にけ既に治療した肢体不自由症の存在を考慮するならば，
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第2表　肢不払の数と比率
　在牽児6
　学猶児
　在単児9
　学猶児
　在学児計　学猶児
計
　　　　　　　　　　比　率調査人員　肢不児
　　　　　　　　　　　（％）
31，110　．　259
　60　21
O．833
35．0
30，355
　62
203
20
O．669
32．258
61，465
　122
462
41
O．752
33．607
→
」???????????（?）
61，587 503 O．817
この数値を上廻るものと考えなければならない。
　ここに注目すべきことは中州児の実に1／3が白陶児に当
っている事実であるが，これについては後に項を改めて述
べたい。
　3．肢体不自由見と年齢
　調査総員について各年齢ごとに肢不児泰占める比率は第
3表と第1図の如くである。この表で注目すべきは15才
以上，　しかも特に16～17才において肢不測の比率が極め
て高いことでなければならぬ。いったい，かような年齢層
の児童は就学猶予ないし落第のため進学の遅れている者に
他ならないが，かれらにおいて肢不急がかくも高率を占め
るということは，とりもなおさず肢体不自由症のために義
務教育を延長しなければならない児童がいかに多いかを物
語るものである。なかんずく17才の6名のうち実に5名
第3表　　年齢別肢不児比率
調査人員肢不児 比　率（％）
　O．22
　1．02
　0．46
　0．72
　085
　0．95
　1．15
　0．896
　0．61
　5．59
34，48
83．33
年　　齢
???????? ??
計
8，128
・6，288
6，804
7，790
7，253
7，447
6，148
．5，805
5，392
　537
　　29
　　6
????
61，587 503 o．82
第　1図
が肢不二というに及んでは，また何をかいわんやである。
　更に上記の15才以上を除くと，太平洋戦争開始の1941
年生れである12才を頂点として上下に減少していること
が，戦争の影響の無視すべからざることを示している。こ
れに関連して注意をひくのは他調査との比較（第5表｝に
おいて他地区一一特に大阪学童14）‘’16）一一の外傷の比率が
大きく，そしてその理由の一つが，室襲（爆撃，機銃掃
射，火災その他）など戦争の直接的影響とされていること
である。
　なお6才（1947年生れ）に極めて少なく，7才に多いこ
とは，後述のteリオの流行が関係をもつと考えられる。
　4．肢体不自由見と原因疾患
　　a）概要：第4表の疾患別分類によると，1：弛緩性
疾患ぽリオその他），2：先天性疾患（先天股脱，内反足，
斜頸その他），3：骨関節結榎（脊椎カリrス，結腰性関節
炎その他），4：痙性一包脳マ，その他），5：外傷（骨折，
脱臼，火傷その他，6：その他（化膿性骨髄炎，クル病，
リ＝ウマチ，その他）の順となり，弛緩性疾憲と先天dl生疾
患との和は全体の実に半数以上を占めている。
　学記述のみについては，1＝痙性疾患，2、：骨関節結核，
3：先天性疾愚，4：その他の順となり，特に痙性疾患が他
に断然抜きんでており実に4L46％の高率を示しているこ
とに注意しなければならない。
　ちなみに疾患別頻度順位を他の肢不児の調査と比較する
と第5表のようになる。即ちわれわれの検診において弛緩
性疾患，先天性疾患，骨関節結核，痙性疾患が上位を占め
ていることは他と同様であるが，それ以上の比較は割愛す
る。
　　b）．個々の原因疾患の頻度とその順位：さて更に詳
細に個々の疾患別にみると第6表に示すように1：teリ
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計
実数比 i％）率
114
150
63
70
58
48
22．66
29．82
12．53
13．92
11．53
9．54
第4表　疾　患　別　分’類
実数比 i％）率 m実・数比（％）率
■
疾患別分類
　8
　1
17
　9
　1
　5
19．51
2．44
41．46
21．95
2．44
12．24
106
149
46
61
57
43
22．94
32．25
9．96
13．20
12．34
9．31
??????．???? ????? ?
503 10041 100462 100計
第5表　他調査（一部）との比較
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神奈川県
半身）
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京都学童　大阪学童
（1949）　（1949）
　　　　　本郷下米国マサ熊本糠 J韓・・一画
　　　　　　　　　　　ツツ洲
　（1947）　（1933）
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29．82
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11．53
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16．9
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　4．0
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　9．6
　35
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　9．0
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ユ．7
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先天性疾患（％
弛緩性疾患（％
痙性疾患（％
外　　　傷（％
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慢性．炎衝（％
急性炎衝（％
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第6表　原因疾「患別分類
6 ♀　　計疾患別6 9 計疾 患 別
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　2
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16
11
　0
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40
　2
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関
??
工1
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7
　6
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　1
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オ（29．02％），2：骨関節結核（13．92％），3：先天島脱
（13．72％），4；EX－S（12．52％），5：イヒ膿性骨骨追炎（5．17％），
6：骨折と脱臼（3．56％），同じく火傷（3．56％）の順となっ
ており，次いでクル病，兎唇と口蓋裂，斜頸，内反足がほ
ぼ同数でならんでいる。これに対し厚生省抽出調査3）（6～
17才）では　1：ポリ1一（19．54％），2：脳マ（14．94％），3：
先天股下（11．73％），4：骨関節結核（10．58％），5：化膿性
骨髄炎（7．23％），6：火傷（5．84％），7：骨折（3．68％），難
いで内反足，クノレ病，リウマチの順であり，われわれの調
査と比較するに，2，．4の骨関節寒寒と脳マの順位が代った
だけで他けほぼ同様である。
　これは前出の第5表からも伺い知りうるところであり，
やはり北海道に結核性疾患が多い事実のそのままの反朕と
解せられ，興味ぶかい。
　　e）年齢と疾患との関係：…突に個々の原因疾患を年
齢別に分類すると第7表の如くである。
第7表　疾患別・年齢別・性別分類
年齢別???????
先天性在学児
疾　患学猶児
弛緩性在学児
疾患挙記田
痙　性在学児
疾患学猶児
骨関節在京児
結核学滋雨
　　　在学児外　傷
　　　学二品
　　　在寮児その他
　　　学猶児
　　　在学児小計
　　　学猶推
計
6　　　7 8 9　　　　10　　　11　　　12　　　13　　　14　　　15　　　16　　　17　　　　ノ」、言．卜
8　9　6　9　6　9　6　9　a　9　6　9　6　9　6　9　6　9　6　9　6　9　6　9　6　9
計
105507459910　6614　3526350’O　1，0　44　62　106
　5　　　　　1　1　　　　　　1　3　51　8
2215　78210　10　11　58624　68645330220　95　54
　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
OO3012362277312101301100　25　21
??41
????
OO3210404311　2437523210400　38　23
0　　1　　5　　1　　3　　0　．4　1　　8　　2　　4　　4　　2　　2　　5　　4　　4　　3　　1　　1　　0　　0　　0　　0　38　19
61
???
01201314　2．322232312420120　19　24，　43
3　4　33　・15　14　14　26　26　36　24　42　27　41　29　27　24　13　20　18　12　1　8　5　O　259　2031462
3　8　7　9　33　1　1　1　1　1　11 1 21　2041
18　64　31　56　62　71　71　52　33　30　10　5503　503
　5．肢体不自由見の學校別頻度
　第8表は調査学校47校，調査人員61，465名中肢不児
462名の牽校別一覧表で，肢額際の比率は小学校が中学校
をやや上廻っている。ただし，第4章に述べるような理由
によって申學：2校（生徒数は計602名）のみが調査から洩
れたことは，返す返すも遺憾とせざるをえない。
　6．肢体不自由児の地域別頻度
　札幌市全域を農業工業，商業及び住宅地域に大別して，
その所属する公立小，中学校ごとに分類してみると第9表
のようになる。各地域の差iは僅少ではあるが，農業及び工
業地区が平均よりやや上廻り，やけり比較白勺経済状態の悪
い，また専門病院への交通不便な地域に多いのが認められ
る。
　7．肢体不自由見と治療状況
　疾患別の治療状況を示す第10表によると，過去に一度
も治療されずに放置されている者は全体の13．32％にのぼ
り，しかも先天性疾患の41．23％，痙性疾愚でも26．99％の
多きを数える。また過去になんらかの治療を受けたことの
ある者は79．72％である。これはかなりの高率で，さすが
都会地とうなずかせるものがある。しかるに現在加療中の
者ほ僅か6．96％にすぎないのであるから，大半の患児が全
治したかのように見えるが，あに計らんや現在治療を要す
ると判定される著が実に81．91％にのぼっているのである。
この一日頃妙な結果は主として患児の大多数が整形外科専
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第8表　調査学校劇肢体不自由児数
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学校名 　　　肢体不　比’率学童数　　　自由児　（％）
　　白石小学校　938
　　山　　　　，卑　　　〃　　　　　　　　　1，925
　　中央創成　　〃　　　　1、299
　　豊　　　　水　　　ヴ　　　　　　　　2，138
　　上白石　〃　　　920
、　北光〃　2，057
　　日　新　〃　　　674
　　ノ」、　野　幌　　　〃　　　　　　　　　　138
　　豊　　　　平　　　〃　　　　　　　　2，513
　　信　濃　〃　　　538
　　円山グ　2，048
　　幌西〃　2，366
　　　東　 〃　　2，360
　　　曙　　〃　　1，689
　　東　　　　橋　　　〃　　　　　　　　　1，955
　　美香保　〃　　　1，084
　　藻　岩　〃　　　278
　　桑　　　　園　　　〃　　　　　　　　　1，954
　　東：米里　〃　　　68
　　東　園　〃　　　864
　　大通〃　2，169
　　苗　　　　穂　　　〃　　　　　　　　2，053
　　東　　　　ゴヒ　　　〃　　　　　　　　1，494
　　＝二　　　条　　　〃　　　　　　　　1，398
　　幌　　　　＝1ヒ　　　〃　　　　　　　　　2，559
　　西創成　〃　　　1，944
　　北九条　グ　　　2，014
???????????????? ?? ?? ? ??
?
? ? ? ?? ? ? ? ? ? ? ? ????? ? ? ? ???????。??????????学校名
　　　肢体不　比率挙童数　　　自由児　　　　　　（％）
幌　　南小学’校
大谷地　〃
附　属　〃
小学校計
1，633　8　O．489
119　2　1．680
455　6　1．319
43，646　339　O．777
校?????????????，??????????????????????????? 1，870　14　O．748　．
2，242　17　O．758
1，974・　12　O．607
132　5　3787
1，711　7　O．409
2，237　18　O．804
1，907　16　O．839
933　7　O．750
1，828　5　O．273
292　2　O．684
344　1　O．290
315　1　O．314
15，785　105　O．665
三星本中中等部
北　斗　〃
　藤　　〃
静　修　〃
私立申学校計
577　5　O．866
140　5　3．571
904　4　O．442
375　3　O．800
1，996　17　O．851
中学校合計　　　17，959　　122　　0．679
盲　学　校 38 1　2．631
総　 計
第9表職業地域別分類
61，465　462　O．752
地　域　別 学函数 学童数 肢不起 比　率（％）
???????????????? ? ???????????????? ?? ???? ?? ?? ???3，767
16，600
20，054
9，792　，
2，331
6，117
35
137
155
69
11
29
O．929
0．825
0．772
0．704
0．471
0．474
計 雷翌・・ 58，661 436 O．743
146 河邨・他一札幌市の肢体不自由学令児 札幌医誌1955
第10表　疾患別．の治療状況
治療の要否 受療の　’況 今後の治療場所
疾患別
肢不
剞 要　　不　要　不能
i％）　　（％）　　（％）
治療を受治療を受けたこと芝・けたこと　加療中し倣劉あり
@（％）　　（％）　　（％）
施設　病院　病院
菶e　入院　通院
i％）　　（％）　　（％）
　　　　　　　　　　94　12　8先天性疾患　　114　　　　　　　　　　82．46　10　53　7．0147　6241．23　54．38
??? 43　51
45．74　54．26
o
　　　　　　　　　　142　7　1弛緩｝圏…疾患　　　　150
　　　　　　　　　　94．66　4．67　O．67
o 144
96．00
???? 49．　51　42
34．51　35．92　29．57
　　　　　　　　　　52　5　6痙性疾患　　63　　　　　　　　　　82．54　7．94　9．5217　4326．99　68．25
3
4．76 44　6　284．61　11．54　3．85
　　　　　　　　　　57　13骨関節結核　　70
　　　　　　　　　　81．43　，　18，57
o 1　59　10　1　18　14　25
1．43　84．285　14．285　1　31．58　24．56　43．86
外 　　　　　　31　27傷　　58
　　　　　　53　45　46．55
o o 58
100
o o 16　’15
51．61　48．39
そ　の　他　　48 36　12
75．0　25．0
o 2　35　114．16　72　92　22　923　19　148．33　52．78　38．89
計 　　　412　76　15503
　　　81，91　15．11　2．98
67　401
13．32，）　79．72
35
6．96
157　157　98
38．11　38．11　23．78
門医に受療しなかったためといえるが，この問題について
は後章において詳しく論じたい。
　これら要治三児の治療さるべぎ場所を考えると，412名
のうち整形外科病院に入院を要する者157名（38．11％），通
腕でよい者98名（23．78％）であり，残り157名（38。11％）
が療育施設に収容を要する者（いわゆる要施設児）である。
この要施設児は」北目臥長期聞診療を要する者即ち高木名誉
教授のいわゆる第1類Aの肢不児L’「））で，しかも半年以上の
収容加療の必要な者に限定したが，しかも上述のごとき
高率を示すことは，まさに驚くべきことと云わねばなら
ない。
II．先天性疾患
　先天性疾患’114名のうち先天性股関節脱旧C“　69名でそ
の半数以上を占めている。以下主に先天性股関節脱臼につ
いて論ずる。
　：L　先天性股関節脱臼
　　a）年齢別，性別：総数69名が第11表に見るように
各年齢にほぼ平等に分布していることは，最近も一向に治
療状況の改善されていないことを示すものといえる。また
男女別では男：女＝1：2．63（第11表参照）と女が男より多
日11表　年齢別一性別
年齢　　6　7　8　9101112131415　計
??? ?????????????????????
計 574613　511　468　69
く，患側別では両側24，片側45（右20，左25）片側が両側
より多い傾向を示すことは従来の統計と一致する。
　　b）過去の診療状況：次に過去の診療状況を調べる
?
　1．診療を受けたことあり…・・…・45。
㈲治療医；整形外科医6，外科医24，内・小児科医（診断
のみ）3，療術師（後療法）3，療術師のみ9。回治療完了
と見られるもの5，囲治療中3，・国治療中止5，困診療
の過誤18，診察のみ受けた14。
　2．診察も受けない倣置）・…・…・24。
となり，69名の患児申その1／3以上の24名が何も診察す
ら受けたことがなく（これに診断を受けたのみの14名を
23）高木：　療育1，7（H召26）．
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加えて，実に38名（55．07％）がなんら治療を受けることな
く）放置されていることである。せっかく先天股脱と診断
されながら治療を受けずに放置された者の大部分け経済的
購清あるいほ戦時申の資材不足のためであるが，なかには
長期聞のギプス固定が可醸そうだという誤った愛情による
者が3名発見された。
　次に診療の過誤によるもの18名のうち，半数の9名は
一般外科医によるものであるが，残りの半数は初めから療
術師（柔道整復師即ちいわゆる骨接ぎ，はり，きゆう，．あん
ま師など）にかかっていた者である。もともと本症の治療
は必ずしも容易なものでほなく，常に高度の専門的技術を
要するところであるに拘らず，親の無知を利用し法網をく
ぐって（医師の指導をさえ受けることなく）治療を行う療
術師の少なくないことは，社会道徳上からも糾弾されねば
ならない。
　戦争，あるいは経済的事情のため，治療の中止をよぎな
くされた者が5名あることけ悲しむべぎであるが，それに
しても現在さして機能障碍なく治療完了とみられる老が，，
なお治療中の者をも併せて8名とはあまりにも少数といわ
ねばならぬ。また現在治療を受けてない最大の理由が不治
との諦めにあるのも，考えさせられるところであろう。
　また治療医を見ると治療を受けた31最中24名（77．4％）
が外科医で圧倒的に多い。注目すべきは12名が早旦師と
なっていることで，治療法のみを受けた3名を除く9名け
いずれも誤った治療により遂に完全治癒の機会を永遠に失
ったことである。ともあれ最も遺憾なことは整形外科医に
受療した者の少いことであるが，本道の札幌医大・北大医
学部両大学病院にすら整彦外科が新設されて数年のこんに
ち致し方ないとしても，整形外科学に対する世人の認識向
上を熱望せずにはいられない。
　　c）今後の治療＝弐に今後の治療の要否及びその場
所ほ㈲治療の要否（要61，不要6，不能2），回治療場
所：施設収容38，病院入院23，病院通院0，となり，69名
の擁立のうち61名実に88．4％の要治唖者，即ち治療によ
って多少とも症状の軽口を期待しうる者を見出しえた。不
要の6名はこれ以上の改善を望みえない者であり，治療不
能の2名とCX　14才以上の者で，両側性，第3度の脱臼を示
し，観血的手術を行ってもその効果が疑わしいものである。
　また治療場所では，整形外科病院に入院し観血的手術を
要する者23名（37．7％），治療が長期にわたるため教育を併
せ施しうる療育施設へのス所を適当とする者38名（62．3％）
となっている。
　2．その他の先天性疾患
患者45名の内訳を示すと兎唇，口蓋裂9，筋性斜頸8，
内反足7，関節強直，脱臼（股関節を除く）7，先天性骨系
統疾患4，部分巨大症3，合指症，多望症2，扁平足1，踵
足1，二分脊椎1，クリッペル・ファイル氏病1，胸部変形
1，計45となり，このうち要治療者は33名で，不要と不
能の者それぞれ6興ずつである。
III．弛緩性疾患
　弛緩性疾憲の150名のうち末梢神経麻痺は4名，残りの
146名がすべてポリオである。ここでは後者のみについて
論ずる。
　　a＞年齢別，性別：第12表より性別では男に多く，
年齢別でC＊　7才と12才にはなはだ多いことが注目され，
第8表の年齢別肢不児比における7，12才㊧高率の一因が
ここに知られた。
第ユ2表
年齢67891011121314151617計
6　216　810　11　723　84301　93
9　272956665320　53
計4231019161329149621146
　　b＞罹病時期：ii魁こ罹病時期を年齢別に見ると0～1
才25名，1～2才38名，2～3才31名，3～4才4名，4～
5才2名，5～6才4名，不明42名となり，大半が3才以
下に発病し，満1才以内にも多数発生することが知られた。
またその発生年度は1938年より1951年まで1，3，9，8，．
7，18，13，10，8，16，4，6，0，1名となり発生年度不明
が42名となるが，この発生年度と流行との関係を調べた
ところ1943～47年の大戦中とその直後に多く，八戸市24）
を申心に東：北から北海道にかけて大琉行を見た1949年度
にほ札幌市の学齢児に関する限り案外少いことが分つたの
である。
　　c）麻痺の部位及び変形：麻痺の大部分は下肢麻痺
で右63，左53，両側9，計125名で上肢麻痺がこれに衣ぎ
右7，左9，両側0，計16名，上下肢共に麻痺しているも
のは片側の5名にすぎない。
　また下肢麻痺憲児の歩行の能否を分類別に見ると歩行可
能117，用杖歩行10，歩行不能3となる。すなわち大部分が
独歩可能であるが，松葉杖なしでは歩け’ない者が10名（7．69
％），歩行不能な者が3名あり，本症の愚児の多数が毎日の
通勤に難渋し，なかには父兄に背負われ，あるいは車によ
って運ばれながら通学しているものもあることが分つた。
　弐に後遺症の一つである変形の状態は下肢にあっては実
愚児数130名，延患児数140名申，筋無力症のみの者25名，
24）疋田：外科12，235（昭24）．
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動揺関節が，股関の節の33名，足関節の25名，関節拘縮
では股関節の5名，膝関節の9名，尖足41名，また内反
足25名，鳥足18名，外反足5名，凹凸1名，前反訴9名
おいては実患児数，延意志数共21名，その中筋無力症ので
あり，上肢にみ10名，肩関節動揺11名，手関節動揺1名
であり全脊髄小児麻痺二二146名のうち実に116名（79．45
％）が変形をのこしているわけである。これほ過去及び現
在の治療状況に密接な関係がある。
　　d）治療状況：次に治療状況を見るに，さすが都会
地だけに全員が過去においてなんらかの治療を受けている。
さらに治療医についてみるに整形外科医4名，整形外科医
の診察だけ受けた者11名，外科医29名，内・小児科医116
名，療術師58名，不明7名，その他1名となっており現
在における治療状況は整形外科医5名，療術師1名の6名
で140名は治療を受けていない。治療を受けている者にあ
っては誰に治療を受けたかが，運命の分れ目となっている
のである。
　即ち治療医は内・小児科が大部分を占め，次で療術師と
なっている。発病時に内・小児科医を訪れることは当然と
しても，将来必ず生ずべき変形への予防対策がなんらとら
れることなく，内・小児科医のもとを辞した後は療術師の
もとに通うのが普通で，専門家たる整形外科医を訪れた者
は僅か15名，しかもそのうち11名は診療を受けただけで
主として療術師のもとへ走っている。そのため，適正な治
療によれば恐らく回復し得べぎ筋麻痺も遂に永久化するに
至り，当然防ぎ得た変形を招来して二二を苦しめ，かつは
また今後の治療に重大な支障を来たしているのである。結
局現在治療中のものは6名にすぎず，140名は放置されて
いるが，その治療を受けない理由を四項目に分けて調べた
結果，専門医を知らなかった者31名，経済事情による者
32名，不治と思った者56名，その他28名で，一部重複は
あるが，不治と思っての諦めが最も多く，経済的事情をも，
専門医を知らなかったことをも，はるかに引離しているの
である。
　では本当に不治であるかというに，146名中ただ8名を
のぞいた全部のものが現在といえどなお整形外科的治療に
よって機能の改善を期待しうると判定されたのである。こ
の8名のうち7名は正しく治療され現在ほとんど機能障碍
のないものであるが，治療の効果が全く期待できない者は
一側上肢の完全麻痺の症例ただ1名にすぎなかった。即ち
　1．治療を要する者138名
　　a）治療方法：（1）運動・物理療法のみ21名，〔2）補
助器を必要とする18名，〔3）手術を必要とする99名。
　　b）治療場所：（1）施設収容49名，〔2〕病院入院49名，
〔3）病院通院40名。
　2．治療不要・・……7名
　3．治療不能………1名
である。
IV．痙性疾患
　全て脳性小児麻痺（脳マ）であったが，その年齢別，性
別はすでに第7表に示した。』
　　a）発病期別ならびに部位別二ここで発病期にした
がい先天性，後天性に分け，部位と共に表示すると（1）発
病期：先天性49（両側上下肢34，一側上下肢7，両側下肢
6，一側下肢2），後天性11（両側上下肢4，一側上下肢7），
不明3（両側上下肢1，一側上下肢2）。（2〕部位：両側上下
肢39，一側上下肢16，両側下肢6，一側下肢2となる。
即ち先天性のものが後天性に比し圧倒的に多く，先天性の
ものでは両側上下肢，後天性のものでは一側上下肢の麻痺
が多数を占めている。
　　b）運動ないし知能障害：典に運動機能及び知能障
碍の程度を示すと④歩行障害＝歩行可能43，漸く可能9，
不可能11。⑰把握能力（左右）：掴める56，掴めない32，
やっと掴める5。⑭言語障害：ない48，少しある7，高度
8。㊥知能障害：ない又は軽re　21，申三度，高度15とな
り，歩行不能及び言語障害の高度のものは全て学猶児であ
る。知能障害の程度は担任教師または父兄の判定によった
が，障害高度な15名のうち8名が学猶児によって占めら
れている。
　　c）治療状況＝治療状況については；爽に示すの如く
である。
　i）過去の治療状況：受けた者…・…・・46名，治療医でほ
④整形外科医5，⑰外科医11，◎内・小児科医31，θ
野田師16名，治療を受けたことのないi9　17名である。
　ii）現在の治療状況：受けている者………3名，治療医
では整形外科医2，療術師1名，治療を受：けてない老60名
である。
　iii）今後の治療の要否及びその揚所：　④治療の要否
（要52，不要5，不能6），＠治療の場所（施設収容44，病
院入院6，病院通院2）。
　iv）現在治療を受けてない理由：④専門医を知らなか
った15，経済的事情9，不治と思った31，施設がない，そ
の他5名である。
　先に概要の項で述べた如く患児総数63名中なんらかの
治療を受けたことのある者が46名あるのに，現在受療中
の者は僅か3名にすぎない。治療医は内・小児科医，次で
二軸師が多く，ここでも専門医の治療を受けたものはあま
りにも少い。結局大多数が不治と諦めており，治したいと
思っても：専門医を知らなかった者，また経済晒理由による
者がこれに家ぎ，特に今まで療育施設がなかったため，や
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　むを得ず放置しているのが5名みられた。
　　今後治療効果の期待できない6名は高度の精神薄弱を合
　併し，いわゆる“不治永患児”と呼ばれるものである。
　　治療の場所についてみるに，治療を要するもの52名申
　44名の多数が施設収容を必要としている。このように，脳
’マの治療には永い年月にわたる高度の専門的治療と教育を
　必要とし，治療関係者や家族の努力は勿論のこと，世人の
　正しい理解と深い愛情に侯つところが大きいのである。
　V．骨関節訟訴
　　総数70名，年齢別，性別は既に第7表に示したから再
　び述べまい。
　　1．罹患部位
　　次に罹憲部位を示すど（i）胚幹29：（a）脊椎27（④頸椎
　3，◎胸椎23，⑪腰椎8），（b）骨盤1，（c）胸骨1，（ii）四
　肢41：（a）上肢3，下肢38である。
　　2．脊椎カリエス
　　本症では部位が頸～胸椎にまたがるもの（3例〉や胸～腰
　椎にまたがるもの〔4例）があるために，部位別では実患者
　数より多くなっている。ともあれ胸椎カリエスが23例
　（67．6％）を占め，他をはるかに引離していることほ従来の
　統計と一致している。なお，いわゆる圧迫性脊髄炎を起し，
　就学猶予中の者が1名あった。
　　3．四肢骨の結核，特に關節結核
　　　a）部位別：四肢骨の結晶の内訳は41名のうち中足
　骨の1名を除く40名が関節結託であり，肩関節2，高温
　節1，足関節2，膝関節15，股関節20で股関節結棲が群を
　抜いて首位を占め，膝が次位を占めることは，これまた従
　来の統計と一一・faしている。
　　　b）強直とそり肢位：先ず部位と肢位ないし強直と
　の関係を示すと（1）肩関節2（良肢位0，不良肢位2；全強
　直0，不全強直2），回肘関節1（良肢位1，不全肢位0；全
　強直1，不全強直0），囲足関節2．（良肢位2，不良肢位0；
　全強直1，不全強直1），目膝関節13（良肢位3，不良肢位
　10；全強直5，不全強直8＞，困股関節18（良肢位4，不良
　肢位14；全強直10，不全強直8）であるが，関節結核40名
　のうち36名が強直を来たしており，　強直のない他の4名
　は今回の調査により早期発見をなし得たものである。
　　また肢位と強直の程度との関係は
　　1）良肢位10二（a）全強直：6（（イ）足関節1，回膝関節
　3，困股関節2），（b）不全強直4（（イ）肘関節1，（P）足関節
　1，（・・）股関節2）。
　　II＞不良股位26＝（a）全強直10（け｝膝関節2，回股
　関飾8）（b）不全強直16〔困肩関節2，回膝関節8，囲
　股関節6）で，即ち肢位は不良肢位が圧倒的に多い。良肢位
　10例中の全強直は6，不良肢位26例中の全強直は10例で
あった。なお隈憲部位以外の関節の拘縮ないし強直を伴う
もの4名を数えた。
　4．治療状況
　次に治療状況は夢（に示すA，B，　Cめ如くで
　A．過去の治療状況では治療を受けた考　69，受けたこと
のない者1名で治療医については整形外科医13，外科医
53，内。小児科医13，療術師9周目ある。
　B．現在の治療状況及び治療を受けてない理由について
みると，受けている者10，受けていない者60，理由として
は専門医を知らなかった20，経済的16，不治と思った20，
その他10名。
　C．今後の治療の要否及びその場所
　1）治療の要否（要57，不要13）。
　II）治療場所：施設収容18，病院入院14，病院通院25
名で，堺在まで治療を受けたことのない1名は股関節結核
の二二で，現在撰孔を形成，不良肢位に強直を来たしてい
?
る。発病以莱3年以上を経過し，しかも就単中であるのに
この間診察すら受けたことないとは，驚かざるを得ない。
単に親の貧困ばかりが原因であろうはずはない。学校の先
生も隣人もいたろうにと，残念に思う。また現在受療して
いない60名のうち，本症を不治と思って医療を断念した
ものが20名（33．3％）もあることも，結榎療法の進歩した
こんにち，信じられないような事実であった。
　治療医として，ここでも療術師に治療を委ねていた者が
9名あるが，その多くが，もともと安静を要する骨関節結
言に対しいわゆるもみ療治を受け，いたずらに悪化を促進
させていたことも，心を寒くする出来事であった。
　骨関節結榎は一般にかなり長期聞の治療を要するから，
厳密にはその大部分が施設収容を必要と’するのであるが，
比較的軽度のもので6ヵ月以内の整形外科病院入院ののち
通院のかたわら通学可能な者を病院へ入院（14名）と判定
した結果，要施設児は18名となった。　なお装具を着け病
院通院のかたわら通学可能なものは残り25名である。
VI．外　　傷
　1．概括一年齢別，性別
　この項に属する54名は，過去の外傷によって現在なん
らかの肢体不自由をもつ者であるが，これを骨折ならびに
脱臼，火傷，外傷性肢切断（外傷によるもので7一指趾を含
む），その他，に分け，さらに年齢別，性周に見ると，第
13表のようになる。　この表からは外傷の頻度と年齢との
間に，一定の関係の存在を認めることはできない。原因は
骨折と脱臼，火傷，切断などが主であり，その他の項に属
するものはアキレス腱切断等である。
　2．骨折及び脱臼
　　a．部位別＝骨折並びに脱臼は総：数18例で，その部
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位別を示すと
　魎幹2・・……脊椎2
　四肢16一一上肢9〔上腕7，前腕1，指1），下肢7（大
wa　2，下me　4，趾1）であり，脱臼は7例認めたが全て骨折
を合併し，・うち6例は肘関節脱臼，骨折（上腕骨引上），1
例は足関節脱臼骨折（両側躁）である。
　　b．治療状況＝骨折，脱臼における過去の治療医で
は整形外科医5，外科医1，ほかの12名が骨つぎ等の秘術
師に治療を委ね，その結果は18名中10名がなお治療を要
するものとなっており，なかにほ骨折を脱臼と誤認して有
害な整復操作を行い，ますます悪化させ極度の変形治癒を
来たした例もある。今後の治療を要する10名は全て療術
師によって治療された者であり，前述の脱臼骨折の7名は
全てこの中に含まれる。
　3．断　　肢
　a）部位：大腿……2。指趾……14（第1群3，第2群8，
第3群3）計16。
　第1群は栂指または栂指を含め他指に及ぶ者で，前者が
2名，後者が工名となっている。
　第2群は栂指の断指者を除き，示指または示指と他指の
断指者で，示指のみの者5名，．示指より第4指，第5指に
いたるもの各1名である。
　第3群は申指以下の断指者で，1名はIII～IV指を，1
名はIII～V趾を失っている。
　　b）原因：原因としては交通事故6，草刈による刈断
3，機械による挫滅4，火薬による爆傷2があげられるが，
このうち交通事故が最も多く，6名のうちの2名は大腿骨
の複雑骨折により，他の4名は指礫断である。
　　c）治療状況：過去の治療並びに今後の治療につい
てみると過去の治療医では整形外科医1，外科医15，今後
の治療を要する者1，不要15名である。
　4．火　．傷
　a）部位：18名，延23例
　二二3………頭二部2，背部1
　四肢20………上腕2，全指7，第1群2，第2群4，第3
群5で火傷があっても機能障碍のない者は当然これを除外
し，搬痕癒着または拘縮などにより機能障碍のある者のみ
をあげた。
　全面にわたるものは5名6手，第1群は揖指のみ1名，
1～III指1名で，第2群は示指のみのもの1名2例，　II　f－
V指のもの2名で第3群は第3指以下のもので掴指，示指
は健全なものである。受傷年齢は乳幼児が圧倒的多数を示
した。
　　b）治療状況：過去の治療医では整形外科医2，外科
医14，内・小児科ve　1，その他1名でこの18名は全て治療
を必要とし，火傷隈憲後適当な時期に植皮術等により変形，
拘縮の軽滅ないし防止策がとられていなかった者が多く，
その全例が今後の治療により更に機能の改善が期待される。
VILその他
　この群に一括されたもの48名のうち，最も多いのが化
膿性骨髄炎及び関節炎で，26名を数え．る。
　1．化膿性骨髄炎及び關節炎
　　a）年齢別，性別＝年齢あるいは性と頻度との問に
は一定の関係は認められない。（第14表）
第14表
年齢　6789101112’1314151617計
6　0　　1　　0　　0　　1　　2　　1　　2　　1　　2　　0　　2・12
9　1　0　0　2　2　2　2　1　3　1　0　0　14
計　11023433430226
　　b）部位別：理博部位を示すと次の如くで
上肢………実数1，階数3部位（肩関節1，肘関節1，上腕
　　　　　骨1）。
下肢…一・・実数25，延数32部位〔大腿骨11，下腿骨9，
　　　　　股関節7，膝関節4，中足骨1）。
で，この中には大腿骨々髄炎で股または膝二二こ炎衝の波
及しているものなども含めてあるため，患者の実数より多
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くなっている。これによると上肢は僅か1名で，他は下腿，
特に大腿骨に多い。
　　c）後遺症：なお総数26名のうち，病的脱臼，仮関
節形成及び関節強直などの後遺症をきたしているものは
17名で，その部位，程度を表示すると
1．関節強直一一実数11名，羽数13関節
　i）部位：股関節2，膝関節9，肩関節1，肘関節1。
　ii）程度：け）良肢位（全強直。，不全強直7），回不良
肢位（全強直3，不全強直3）
工1．股関節病的脱臼………5
111．仮関節（大腿骨）1
で，即ち強直は膝関節に最も多いが，これは当の膝関節炎
や大腿，下腿の骨髄炎が多数である当然の結果といえる。
強直のうち良肢位におけるものと不良肢位におけるものと
はほぼ同数であった。一病酌脱臼の全例が股関節にき’て
いるのはいわゆる乳児骨髄炎が大腿中枢端に来ることが多
いのを裏書ぎしている。
　　d）治療状況：患者軍名のうち要治療児は19名の
多きに達し，そのうち5名が現在加療中である。一方過去
の治療は26名全てが受けているが，その治療医をみると
整形外科医4，外科医23，療術師8，その他0で，すなわ
ちここでも骨髄炎や関節炎までそれもかなりの多数を療術
師特にほねつぎが取扱っていることが判明したが，表に示
す8名の患者は，いずれも相当な悪化をきたしていた。
　2．化膿性骨臆炎と關節炎以外の疾患
　これらの疾憲を列記すると，クル病9名，関飾リウマチ
2名，ペルテス氏病6名，他に習慣性斜頸・化膿性筋炎に
よる尖足・同じく膝拘縮・シュラッテル難病及び先天性梅
毒性下腿骨炎の各1名，計22名である。
　この22名中軸治療児16名で，5名が現在加瞭中であっ
た。関節リウマチは僅か2名だが，2名とも多くの関節が
強直した重症例であることが注目され多。
　なおクル病9名のうち変形の手術的矯正をふくめ加療を
要する者は4名即ちX脚1名，0脚1名，　側轡2名であ
るが，北海道の幼少児に発生する恐るべく多数のクル病が，
おおかた治療ないし自然治癒によって学齢期には極めて少
数になることが知られたのである。かようにクル病はこん
にちでは一般に信ぜられているほど距：症な肢聾児を作るこ
とは少いものである。
VIII．就学猶予見童
　前述のごとく札幌市の学猶児は122名，そのうち肢不児
は41名（33．61％）の多き忙達し，これは調査総員の0．068
％に当る。一部重複するところもあるが，学猶児申の肢不
児について論を進める。
1．年齢，性別
年齢別，性別を第15表に示す。すなわち6～7才が匡倒
第　15　表　　　年　　歯令，性　　男〔「
年齢678910111213141516計
??→ ???? ??←?????ー?ー??←?????????
計　111634221100141
的最高を示し，年長になるに従い漸弐少くなり，中学の年
齢になるとむしろ稀になっている。これは学猶児の大半が
1～2年後には正常学童の品柄に入ることを示す。けれど
もこの現象は直ちに肢体不自由症が就学猶予中に克服され
たことを意味するものではなく，入学はしてもやはり肢体
不自由のために悪戦苦斗の日常を続けている者が甚だ多数
であることは，既述によって明らかである。
　男女別ではほぼ同数であった。
　駐）域別分類では農業地bi　O，工業地域16，住宅地域
19，商業地城6名で，各地域にかなりの差異をみたが，こ
れについては確言をさけたい。
　Z　疾患別
　ではこれらの児童に就学遅延をよぎなくさせているのは
どんな疾患であるか，第16表A及びBによると脳マが断
面16表　A
疾　患　別
????????? ?? ??????
弛緩性ポ　　リ　創
刊　患　小　　三
富　性脳　　　　マ
疾患　小　　計
???????、?．?????
　　　骨折及び脱臼外傷　　　　小　　計
　　　化膿性骨髄炎
　　　ク　ル　病その他　　　ベルテス氏病
　　　　小　　計
6 9 計
???
●
?????? ?←?
??? ? ?
? ????? ?? ?
???????
??? ? ???
??????????
総 計 21 20 41
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第16表　B
疾　　患　　別
　　　　　　先天股脱
先天性疾患骨系統疾患
　　　　　　合指，蒲江
年 齢（満）
6・　7　8　9　10　11　12　13　14　15　16　17
5
1
1
1
弛緩性疾患ポリオ 1
痙性疾患脳 マ
　　　　　脊椎結核骨関節結榎　　　　　　関節結核
4　　9　　1　　2 1
3　　1　　2
1
1
1
外 傷　骨折及び脱臼1 1
　　　　　イヒ膿・性骨骨適〔炎
そ　の　他　ク　ル　病
　　　　　　ペルテス目病
計
1
　　1
1　　1 1
11　16　3422111
計
???
1
17
????
1
??
41
然多く，41名の学猶児中実に17名（41．46％）を占め，次
で骨関節結核9名（21．95％），先天股脱6名（19．51％），　ペ
ルテス四病3名（7．33％），その他1名ずっとなっている。
　また問題の6～7才の学猶児27名において同じく脳マが
13名（48．15％）にのぼることは，本症がしばしば精神薄弱
を伴うことも思いあわされて悲惨の感をふかめる。ただし
5’例（18．52％）をもって第2位にあるものが先天股脱とは，
本症が時期をのがさず治療すればほとんど全て全治し5る
ものであるだけに二二である。8才以上になると脳マも先
天股脱も急激に減少するのは，通学に対する家族の熱意な
いし焦りの現れと解しえよう。病症がそう簡単に軽訣する
性質のものではないから，不治と諦め，せめて普通の学業
を終えさせようと通学させるに至るのであろう。このよう
な場合前者の一部，特に上肢の痙性麻痺をもつ患児では鉛
筆がもてないとか字が書けないなどのため学習上甚だしい
困難が想像される。また後者において13才に及ぶ学猶児
の1名あることは，家人が世聞ていを恥ぢてのことであろ
うが，不幸な例といわざるをえない。
　幼少期より引続く罹患としてはほかにクル病やペルテス
氏病が挙げられる。学丁丁となるほどのクル病であるか
ら，高度の変形による歩行障害をもつ者であることほいう
までもない。事実これらは要手術者である。8才以上には
皆無であるが，これもやはり障害が治癒したためといえな
いことは，通学児にも同様の要治療者が4名もあることか
ら分るのである。ペルテス氏病でも6才，7才に各1例，
8才以上では10才に1例しかないことは，一応症状固定に
至り歩行障害をもちつつも通学する者のあることを暗示し
ている。また骨関節結候憲児で12才になってもなお就学
しえない者があることは，この疾患の治療にはいかに長年
月を要するかを物語るものである。
　3．治療撒況
　各疾患別に過去の診療状況及び医師，また今後の治療の
要否をみると第17表のようになる。
　41名中全く診療を受けることなく放置されていた者は
在学児童に比しはるかに少く，僅かに脳マの4名であっ
た。
　1954年度より通学可能と思われる者は，先天股脱の3
名，ペルテス氏病の2名，合指症プ、ラス多指症，骨折，化
膿性骨髄炎，クル病の各1名計9名あった。診療を受けた
37名中治療中の者が11名，治療完了者が4名で，在学児
童に比し多ぎを数えることは，なんとかして通学させたい
との親の熱意の現れであろう。
　今後治療効果が期待でぎない者が5名，いずれもかなり
の精神薄弱を伴う脳マであるが，かかる不治永患児に対す
る収容施設の必要性を再認識させられる。その反面，要治
尋者は32名（78．05％）を数え，既に諦めて治療を中止し
てしまった者も専門医による適切な再受療の必要が叫ばれ
る。
　弐に今後の治療場所を見ると病院入院が9名，通院が5
名で，他の17名は施設収容を要し，その5ち実VL　12名が
　　　　，
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第　17　表
疾　患　別
　　　先天股健
羨天撫系統論
　　合指，多指
野臨・オ
痙性　　　脳疾患 マ
診 　　療
今後の治療
状
過去の診療
??????????????????
6　　2　　1　　3
1　　1
1　’　1
1 1
4　13 13
骨関節脊椎結棲
結核関節結榎
外　傷骨折及び脱臼
4????
1　　1
要
不　不
要　能
3???
1
12 5
?
　　況
過去の診療医 ????????????
1「????←
1　　1
2　13 4
2　　4　　1
1　　1
1 1
　　　イヒ｝膿暫≦ヒ骨髄炎
その他ク　ル　病
　　　ペルテス四病
1　　　　　　　1
1　　　　1
3　　2　’1
??
1 1
計
2　　ユ
1
4　37　11　22　41　32　4　s114　22　3　5
???????
の
?? ?
1
3
1
1
12
2　　2　　3
1　　1
1
1
2　　1
脳マで占められている。脳マの子供をもつ親が肢不児施設
の整備拡張を熱望するのも，また当然というべぎであろう。
第4章総括並びに結論
　札幌市の義務敏育学齢児童は62，189名あるが，
そのうち2つの中学校をのぞく61，587名につい
て調査した結果，503名即ち1，000人に8．17人の
比率で肢不二が存在することが分つたのである。
またその結果から推計すると，　札幌市の18歳以
下の学生，生徒，学童中には約1，102名の肢不仁
がいることに二なる。
　また，今回われわれが特に調査の力点の一つを
おいた就学猶予児童は122名あるが，そのうち3
分の1にあたる41名（33．61％）が二不二によって
占められていることは今さらな：がら驚くべき’事実
というべきであろう。これら学的児の大半は1～2
年の後ともかく就学しているもののごとくである
が，それが主として就学への親の熱意ないし焦り
によるもので，決して肢体の機能障害の治癒，軽
快ないし症状固定の結果でないことは，在学児童
中の肢不児462名の381名（82・47％）が要治療児
17　10　5
として肢不自由に悩みつつ学ぶ現状からも明かで
ある。またここから，札幌市の503名の肢不児中
実に412名（81．91％）にのぼるものが整形外科的
治療によって，それぞれの程度に応じて機能を改
善しうることが知られた。
　重複を避けるため，調査の個々の結果について
は第3章の各項にゆずるが，肢不児発生の予防と
療育の推進のためのキイ・ポイン｝となるような
事実についてのみ私見を述べたい。
　1・最初に挙げねばならぬのは肢不児を隠した
がる傾向であって，これが調査を困難ならしめた
最：大の因子であった。まだ肢不児を昔ふうに不具
者や片輪老と考えて世間に恥じる両親が少なくな
いが，われわれをいちばん驚かせ，かつ嘆かせた
のは学校の教員にも同様の思想の持主が見られた
ことである。例えばある学校では教師自身が”確
かに肢体不自由な児はいるが，うちの学校の子供
は親もできるだけの治療はしたといっているし，
もうこれ以上誰に見せても治るものでもなし診察
を受ける必要はない，，と検診調査を拒否し，また
ある学校では”当校では厳重な身体槍査を施行し1
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肢体不自由児などは入学させてないからムダでし
よう，，と，いずれも条理をつくした数度の懇請に
もかかわらず，予備調査すらも許可してもらえな
かった。前者に対しては調査担当医が再三喰い下
って生徒の姓名だけは聞きだし，市内の各病院に
連絡して病歴を調査してその大要をつかみえた
が，後老に対してはいかんともなす能わず，遂に
僅：か2校だけが本調査から洩れる結果となったの
である。前述のようにこの児童たちは必ずしも專
門医から見て適切な診療を受けていたわけではな
いから，多くの者において今後の治療による改善
の余地が証明されたのはもちろんである。
　またせっかく学校当局の協力を得ながらも，あ
る学校では2～3人の肢不児を親の許可がないた
めに，どうしても診察することができなかった。
これに対しては不本意ながら直接検診を諦め担任
教師から病状をきき’，また姓名を頼りに市内の病
院を調査して病朕の大要を把握した。
　かような誤った思想のために患児は適正な治療
の機会を失うのみならず，社会性の訓練からも教
育からも遠ざけられ，差別待遇を意識し，劣等感
を強められ，反抗的になり，自暴自棄に陥るよう
にさえなるのである。
　高木名誉数授23）が年来力説されている”肢体不
自由症といったつて，なにも特別な病気ではない。
胃がわるい，腸がわるい，手がわるい，脚がわる
い，皆同じことだ。胃がわるいといって入前を恥
じたり，あるいはさげすんだりする必要はない”
という言葉に注意をよびおこしたい。
　2．次に迷信，無知，無関心などが，肢不評の
発生の予防とその治療をいかに妨げているか，と
いうことである。
　無知から治らぬものと諦めて幼少期に主治をう
けなかったため，完全に治せるはずの疾患（例え
ば先天股脱）が治療の機を失してしまったり，診
断をうけ治療の方法を知りながらギブス固定が可
塗そうだとの誤った愛情や，信仰にこり固まった
頑迷な家人の反対から治療の機会を失な：い，また
專門医を訪ねずに整骨師や療術師の誤診といいか
げんな治療の下に治るどころか悪化させてしまっ
た例は数えきれないのである。ことに小児は自ら
訴えるすべを知らぬため，世人はもちろん，親か
らも顧みられることなく放置されているのであ
る。
　3．整形外科的治療を受ければよいと知りなが
ら経済的事情がそれを許さない者の多いことも注
目される。肢体不自由症の治癒こは一般に長い期
間を要し，短かきは数カ月，長きは5～10年に及
ぶ者もある。従って患児，家族，医師いずれもが
充分根気よくなければ治療の実は挙らないが，特
に家族の経済的負担は莫大なものとなる。故に患
者の多くが心ならずも治療を断念するに至るのみ
ならず，さらに迷信や非医者の跳梁に委ねられる
結果も生じてくるのである。けれども昨今は健康
保険や医療扶助の普及を見，　さらに昭和29年度
から育成医療が制定せられ肢不児治療費の国庫負
担の実現を見るにいたったことは，まことに喜ば
しいといわねばならない。
　4．次に挙げねばな：らなぬのは不適当な治療に
よって，なくもがなの悪化をきたしている者の甚
だ多数にのぼることである。言葉を換えると整形
外科専門医に治療を仰いだ者は甚だ少ない。世人
の認識不足によって一部不道徳な療術師の跳梁を
許し，症賦を悪化せしめ，今後の專門的治療を困
難ならしめている傾向も嘆かわしいが，非専門医
が成算なくして漫然たる治療を続けている状態も
医師として反省さるべぎであろう。
　5．最後に療育施設に収容を要する者が総数
503名の肢不児中157名（38．11％）にのぼる事実
である。前述のように肢不児の治療には一般に数
年を要し，その期間病院に入院すれば休学ないし
就学猶予のやむなきへ至るのである。今回の調査
でも明らかにされたことは大多数の肢不急の父兄
が，　”治療か学業か，，のヂレンマに悩んでいる姿
である。療育施設とはいうまでもなく專門的治療
のかたわら義務教育を授け，さらには職業訓練を
受けうる肉体的能力をつけるのを目的とするもの
であり，言葉をかえると病院であると同時に学校
である性格をもつ。かかる施設に収容を要する学
齢児が札幌市だけで140名もあるというのであ
る。
　ところが本道唯一の北海道整肢学院は45名前
7巻2／3号 河邨・他 札幌市の肢体不自由学令児 155
後の収容力しかもっていない。この収容定員では
札幌市の肢不児のみの処理va　5年以上かかること
になる。しかも肢不悉は年々生れているのであり，
5年後には5年後の対策が要るのである。いわん
や全道13，000余と推計される肢不児を救うため
には，一般の啓蒙と同時に施設の拡充強化が急務
であることを力説したい。
　　稿を終えるに当ってわれわれは訴えたい。この
調査を単なる調査に終らしてはならない1この調
査がひろく世人の関心を呼び起し，肢不児療育事
業の推進発展に寄与することを祈るとともに高木
名誉教授：の次の’言葉をもつて結びとしたい。
　　“肢体不自由者とは四肢2毎）・体幹に．不自由なと
ころあるの．．み，その知能は健全なる者であるから，
こ．れに整形外科的治療を尽くし且つこれを適当に
教導するときは，独立自活の途をたて得るように．
なる可能性のある者である。また肢体不自由児と
は26）肢体に不自由な’ところあり，そのままでは将
来生業を営む上に：支障をきたすおそれ．あ．る児童を
肢体不自由児とする。”
　　先進諸国においてすらなお不具老とか片輪者と
いった意味の言葉しかない現在において，この定
義はまさに世界にさきが．けた進歩的なものである
とともに，肢体不自由児療育ないし肢体不自由老
療護事業の大方針をなすものといわねばならな
し．、。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（目召禾口　30．3．9受．f寸’〉
Summary
　　　A　joint　statisticai　survey　was　conducted　in　autumn　1953　by　the　rnedical　staifs　of　the
Dept．　of　Orthopaedic　Surgery，　Sapporo　University　of　Medicine　and　the　Hokkaido　Seishi
Gakuin　to　cJarify　the　aetual　conditions　pertaining　to　crippled　minors　in　Sapporo．
　　　It　was　revealed　that　503　（O．81％）　of　the　61，587　examined　were　crippled　and　that　122
were　unable　to　attend　school　for　various　reasons．　Out　of　the　122，　our　main　sub．iect　of
inquiry　to，　4　were　crippled　or　maimed．
　　　The　breakdown　of　the　above　503　is　as　follows：
　　　（1）　，paralytic　157　（29．8％　146　Po1io）　（2）　congenital　deformities　114　（22．7％）
　　　（3）　tuberculosis　of　bone　and　joint　70　（13．9％）　（4）　spastic　disease　63　（12，5％）
　　　（5）　disability　due　to　trauma　58　（11．5％）　（6）　others　48　（9，5％）
　　　In　regards　to　chiidren　unable　to　attend　school　41．5％　were　congenital　deformibies．
Crippled　children　requiring　immediate　orthQpaedic　treatment　or　those　expeeted　to　improve
by　specific　treatment　counted　412．
　　　The　fact　that　as　many　as　670f　the　cdppエed　had　never　been　subjected　to　treatment
astounded　and　appalled　the　co－workers．
　　　These　factsユead　to　the　following　conclusions：
　　　’1）　That　many　families　are　ashamed　to　wish　to　conceal　their　Cri　ppled．
　　　　2）　That　superstition，　ignorance　and　indifference　obstruct　preventive　measures　and
medical　treatment．））??
or　sometimes　harmfu工misguided　non－medical　cures）5
That　many　though　aware　of　the　benifits　of　orthopaedic　treatment　cannot　afford　it．
That　an　alarmingly　Iarge　number　of　children　are　suffering　due　to　inadequate
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ
That　though　as　many　as　38％require　specialized　institutional　care，　accomodations
are　almost　non－existent．
It　is　the　authors　join亡aim　with　data，　to
expediti：　g　the　construction　and　completion　of
for　crippled　children　and　to　demand　government　aid　in　addition　to　calling　public　attention
to　the　neqessity　of　medical’　care　and　treatment　for　crippled　children．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Received　Mar．　9，　1955）
po nt
highly
．out　 he　urgency　of　expanding　and
specialized　orthopaedic　institutions
25）高木二小整形外科学182（昭25）． 26）高木：療育1（2），41昭26）．
